
	1	 �日本などのテクトニクス活動の�
盛んな場所でのCO2地中貯留

Carbon Dioxide Capture and Storage（CCS）は、CO2の大
規模排出源においてCO2を分離・回収し、地中に貯留する技
術である（図1）。CCSは、大気中に放出されるCO2を削減す
ることのできる現実的な手法とされている 1）。また、既存の
石油開発の技術を用いて、近未来的にCO2を削減できる点で
も注目されている。既にCCSプロジェクトは実施されてお
り、CCSによるCO2の削減が始まっている。特に海外では、
CO2を地中に圧入して原油の回収を増進するプロジェクト
（Enhanced Oil Recovery；EOR）が多く実施されている。国

内でのCCSプロジェクトとしては、長岡のパイロットプロ
ジェクトや、平成28年度からCO2の圧入を開始する苫小牧
CCSプロジェクトがある。さらに経済産業省と環境省によっ
て、CO2貯留の適地調査が実施され、将来のCO2貯留地域の
選定も進んでいる。
このCO2地中貯留の課題として、地中に圧入したCO2をモ
ニタリングとモデリングする技術、つまりCO2が安定して貯
留層内に留まっていることを確認する技術を確立する必要
がある。圧入CO2のモニタリングとモデリングを実施して安
全を確認することは、CCSを実施する上で必須となりつつあ
る。CCSのモニタリングは、石油開発の場合と異なり、連続
的に長期間実施する必要がある。さらに日本は、プレートが
衝突する場所に位置し、地震や火山が多い。このようなテク
トニクス活動の盛んな場所の地質構造は、オーストラリアや
米国などの広大な貯留層（大陸地殻）に比べて複雑である。つ
まり日本周辺でCO2を地中貯留するには、モニタリングやモ
デリングに求められる要求が高くなる。日本周辺でCO2地中
貯留を実施する上での課題を整理すると、次のようになる 2）。
（1）�不均質な地質構造
プレート沈み込み帯に位置する日本では、米国などの大陸
性の地質に比べて、地層の不均質性が強い。CO2の漏洩経路
となるフラクチャーや断層といった局所的な高透水性の地質
イベントが密に存在する。そのため貯留層シミュレーション
（CO2の挙動モデリング）に用いる地質モデルを作成する際、
またモニタリング調査を行う際には、地質構造の不均質性を
考慮する必要がある。つまり、地層の不均質性を検出するた
めの物理探査（地下探査）技術の開発が求められる。
（2）限られた背斜構造
貯留層が背斜構造をなし、その上に不浸透性の地層（遮蔽
層）があれば、貯留層に石油やガスがトラップされる。炭化水
素の探鉱の対象となる多くの貯留層は、この背斜構造をして
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いる。CO2の地中貯留においても、背斜構造にCO2を圧入す
れば、安定的にトラップされることが知られている（構造性
トラッピング）。しかし日本のような大陸縁辺部では、CO2貯
留に適した背斜構造を見つけることが困難である。背斜構造
がある場合にも、断層による変形を受けていることが多い。
そこで、背斜構造を必要としない残留トラッピング・溶解ト
ラッピング・鉱物トラッピングを考える必要がある（図1）。
これらの非構造性のトラッピングを評価するためには、岩石
内部（間隙内）でのCO2の挙動を調べることが重要となる。
（3）限られた貯留層の情報
原油の生産フィールドでは、多くの物理探査データや掘削
データが取得されているため、地質モデルの構築が容易であ
る。一方で、日本周辺の帯水層では、貯留層や遮蔽層に関す
る情報が少なく、圧入CO2の挙動を推定する上で重要となる
地質モデルの構築が難しい。この限られたデータを使って、
地質モデルを構築し、CO2の挙動を予測する技術の開発が重
要となる。
（4）�海底下の貯留層
日本は陸地が限られていて、CO2の圧入は海域で実施する
のが、一般的となると考えられる。確かに日本の周辺には、
海盆に堆積した厚い堆積層が発達しており、CO2の圧入層と
してのポテンシャルは大きいと考えられる。一方、日本近海
では漁業が活発に行われているため、漁業者への理解を得る
必要がある。そのためにも、信頼できるモニタリングとモデ
リングデータの取得と提供が必要となる。またCO2を、沖合
の圧入井に輸送するシステムの構築も重要となる。
（5）�誘発地震の防止

CO2地中貯留は、地震を誘発させる可能性があり、それを
防止する必要がある。地震は、断層にかかるせん断応力が、
断層面の摩擦抵抗に打ち勝つ時に発生する。断層面の摩擦抵
抗は、以下の式で表すことができる。

ここでμは断層の摩擦係数、σnは断層面に垂直方向に働く
応力、pfは岩石間隙内の流体圧（間隙水圧）である。この式から
CO2を地中に圧入して間隙水圧が増加すると、摩擦抵抗（τcritical）
が小さくなり、地震を誘発しやすくなることが分かる。この
問題は日本のような島弧域に限ったことではないが、テクト
ニックな活動が活発な場所は、もともと応力が不安定である
ため（せん断応力が大きいため）3）、地震を誘発する可能性が
高い。このCCSによる地震誘発の危険性は、米国政府議会で
報告されるなど注目されている 4）。この問題を解決するため
には、貯留層周辺の間隙水圧とせん断応力を正確に推定する
ことや、CO2圧入に伴う間隙水圧の上昇をコントロールする
ことが必要である。また日常から絶えず発生している自然地

震と、誘発地震を区別する手法の開発も求められている。
（6）長期のモニタリングとモデリング
長期間にわたって、貯留層内のCO2をモニタリングし、貯留
層内のCO2挙動を知る必要がある。これは原油の増産（EOR）
におけるモニタリングと大きく異なる点である。また圧入CO2

の漏洩に迅速に対応するため、連続的にモニタリングする技術
が求められている。圧入CO2のモニタリングには、反射法地震
探査を繰り返し行い、その変化を調べるのが一般的である5）。
しかし反射法地震探査の実施は高価であり、また不連続的に
行われるため、突然の漏洩や地殻応力の不安定化に対応でき
ない可能性がある。一方、圧入CO2のモデリングでは、長期
間のCO2の挙動を予測する必要があるため、CO2の地層水へ
の溶解過程や鉱物化の影響を考慮する必要がある。
以上のように、日本のような場所でCO2を貯留する場合
には、いくつかの課題を検討する必要がある。しかし、これ
らの課題を克服すれば、日本の周辺だけでも1000億トン以
上のCO2を圧入する地層があると推定されている 6）。この量
は、日本の総CO2排出量の100年以上に相当し、非常に大き
なポテンシャルがあることが分かる。
ここでは日本のようなテクトニック活動の盛んな場所にお
いて、安全にCO2貯留を実施するために必要となるモニタリ
ング技術とモデリング技術に関する研究の動向を説明する。
これらの課題の解決は、我々の研究グループ（I2CNER- CO2

貯留部門）の目的でもある。

	2	 �モニタリング技術�
2.1　地震探査による地下構造・物性・応力の推定
貯留層の構造や、間隙率（岩石内の空隙の割合）といった貯
留層の特性を調べる際は、反射法地震探査が一般的に用いら
れる。この探査では、地表（または海面）で人工的に振動を発
生させる。その振動は地下深部へ伝播し、音響インピーダンス
（P波速度x密度）が変化する地層境界で反射して、再び地表
へ戻ってくる。その反射波を地震計で記録し、解析することに
より、地下構造や物性を調べることができる。この方法は、医
療用のエコー診断や、構造物の非破壊検査とよく似ている。
図2に、南海トラフで取得された反射法地震探査データを
解析して得られた断面図と、間隙水圧を推定した例を示す 7）。
南海トラフ（図2a）は活断層が多く、CO2の貯留には不向きな
場所であるが、断層分布や地層の変形が分かりやすい。CO2

貯留に適した場所の反射断面図を使うと、地質構造が単純で、
断層といった不均質構造の説明が難しいのである。南海トラ
フで取得された地震探査データから、日本列島の下に沈み込
んでいるフィリピン海プレートや、地震・津波を発生させる
巨大分岐断層を見ることができる。また浅い地層に注目する
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と、密に発達する断層群を見ることができる（図2bの矢印）。
この反射法地震探査は、3次元的に実施されているため、断層
の3次元的な形状を抽出することもできる（図2c）。断層の3

次元形状は、地層の応力状態を反映しているため、地層の安
定性を評価する上でも重要な情報となる。また反射法地震探
査で捉えることのできない小さな亀裂を検出するために、地
震波の減衰の情報を用いる手法の開発も行われている 8）。
地震探査データからは、断層といった地下構造だけでな
く、弾性波速度（P波とS波が岩石を伝わる速度）を推定する
ことができる。我々の研究グループでは、波形インバージョ
ンと呼ばれる解析を改良することで、高精度に弾性波速度を
推定する試みを行っている（図2d）9,10）。さらに弾性波速度と
掘削データを統合することで、地震の評価で重要となる間隙
水圧の推定も可能となる（図2e）7）。実際、プレート境界断層

では、高い間隙水圧が推定されており（図2e）、地震が発生し
やすい状態であることがわかる。CO2の地中貯留では、間隙
水圧の低い場所を選ぶのが一般的である。

2.2　地震探査によるモニタリング
貯留層の岩石は、地層水で飽和しているのが一般的であ
る。水で飽和している岩石にCO2が圧入された場合、その岩
石を伝わる弾性波速度は遅くなる。つまり反射法地震探査
を繰り返して実施し、CO2圧入前と圧入後の結果（音響イン
ピーダンスの分布）を比較すれば、CO2圧入に伴う弾性波速
度の変化を抽出することができる 5）。このモニタリング手法
を、繰り返し地震探査（Time-lapse seismic survey）と呼ぶ。
この手法は有効であるとされているが、反射法地震探査は高
価である。また高価であるが故に、不連続的に（数年間隔で）

図2　 （a）南海トラフで取得された地震探査データの測線の位置（赤直線）。（b） 反射法地震探査データに
見られる断層分布（赤線）と、（c）その反射法地震探査データから抽出した断層の三次元形状。場所
はパネル（d）に示す。（d）地震探査データに波形インバージョンを適用して得られたP波速度分布 9）。
黒線は断層分布を示す。巨大分岐断層の下側がフィリピン海プレートで、日本列島（右側）の下に沈
み込んでいる。（e） 弾性波速度から推定した間隙水圧分布 7）。赤色の部分が高い間隙水圧を示す。
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実施される。そのため、突然の漏洩や地殻応力の不安定化（誘
発地震）に対応できない可能性がある。
我々の研究グループでは、微動ノイズや人工的に微動を発
振する装置を使って、連続的に圧入CO2をモニタリングする
手法の開発を行っている。我々の周囲には、大気の圧力の摂
動や海洋の波の散乱、風や都市部の交通など、様々な要因が
定常的に微動を作り出している。このような微動は、通常の
地震探査データの解析においてはノイズとされる。一方で、
このような微動ノイズには、それが伝播した地層の情報を含
んでいる。その伝播した地層の情報を取り出すために、地震
波干渉法とよばれる手法 11） を用いると、その伝播経路のイ
ンパルス応答（伝達関数）を推定することができる 12,13）。この
方法を使えば、微動ノイズから仮想的に人工震源を用いた地
震探査データを作成できる。つまり、地震計のデータだけを
使って（人工震源を使わずに）、貯留層周辺の地質構造を調べ
ることができる。また微動は常に発生しているので、貯留層
内部の変化を連続的に抽出することが可能となる 14）。実際に、
微動ノイズに対して地震波干渉法を適用し、反射断面図を擬
似的に作成した結果、貯留層に圧入した流体分布（時間変化）
を、強振幅の反射面として捉えることに成功している（図3）。
このアプローチは低コストであり、さらに連続的にCO2の挙
動をモニタリングすることができる。この手法はS/Nが低い
といった課題も残っているが、日本のような漏洩経路が多い
地域では、有効なモニタリング手法になる可能性がある。

	3	 �モデリング技術�
3.1　貯留層スケールでのCO2挙動
地震探査などを用いて作成した地質モデルに対して、貯留
層CO2挙動シミュレーションを実施することで、将来のCO2

の分布を予測し、CO2の圧入計画を立てることができる。ま
たCO2の圧入開始以降は、モニタリングで得られた実際の

CO2の挙動を、貯留層シミュレーションにフィードバックす
ることで、シミュレーションの精度を上げることができる。
CO2貯留を目的とした貯留層シミュレーションの場合には、
数100年後といった長い期間のCO2挙動を予測し、安全を確
認する必要がある。このような長期のシミュレーションでは、
CO2の地層水への溶解や鉱物化といった化学反応を考える必
要があり複雑である。近年は、そのような複雑なプロセスを
考慮した大規模シミュレーションも実施され始めている 15）。
ここでは貯留層シミュレーションの実施例として、インド
ネシア・グンディCCSプロジェクトの例を紹介する（図4）。
インドネシアで生産される天然ガスには、高濃度のCO2が含
まれている。このCCSプロジェクトでは、生産ガスからCO2

を回収し、ガス田の近傍にCO2を圧入する予定である 2）。イン
ドネシアは、日本と同様にテクトニクス活動の活発な場所に
あるため、このプロジェクトで得られる知見は、日本のCCS

にも重要である。まず反射法地震探査データに波形インバー
ジョンを適用して高解像度の地質モデルを構築した（図4a）。
その地質モデルに対して貯留層シミュレーションを適用し、
将来のCO2の分布を推定した（図4b）2）。その結果から、圧入
したCO2は地層に沿って浅い方向（西側）へ向かい、圧入サ
イトの北側にある断層の方向には移動しないことが明らかと
なった。また貯留層シミュレーションでは、CO2圧入に伴う
岩石内部の水圧（間隙水圧）の変化を計算することができる。
今回の結果から、計画されているCO2圧入量では、近接する
断層周辺の間隙水圧の上昇量は小さいことも確認できてい
る。日本やインドネシアといった場所では、地層の不均質性
が強いため、様々な条件（例えば浸透率；図4b, c）で貯留層
シミュレーションを実施し、安全を確認する必要がある。

3.2　間隙スケールでのCO2の挙動
CO2貯留を目的とした貯留層シミュレーションでは、残留

トラッピングを考えたり、溶解過程や鉱物過程を組み込む必
要があったりと、入力パラメータが多い。そのパラメータを
決定するために実験室での岩石測定が実施されるが、実験で
実施できる条件は限られている。また複雑な形状の間隙内部
のCO2の挙動は、定量化が難しいことが多い。さらにCO2の
飽和度や圧入効率などは、間隙スケールのCO2挙動が支配し
ている。ここでは、これらの課題を解決できるアプローチと
して、デジタル岩石物理を紹介する。
近年のイメージング技術が発達により、実際の岩石の間隙
形状（デジタル岩石）を、µmの解像度で抽出することができ
るようになった（図5a）。このデジタル岩石モデルに対して、
2相の格子ボルツマン法（LBM）を用いることで、間隙内の水
とCO2挙動の計算が可能となる 16）。LBMは圧力ポアソン方程
式を解かず、また局所的な計算がメインであるため、複雑な

図3　 微動データに対して地震波干渉法を適用して、貯留層に圧入した
流体をモニタリングした結果。左側が圧入前の断面図で、右側が
圧入後の断面図である。圧入した流体の分布を強振幅値として確
認できる。縦軸は往復走時（反射波が戻ってくるまでの時間）で
あり、深度に対応する。
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多孔質形状内の流れの計算に適している。しかし多くのLBM

シミュレーションでは、計算の制限から、低い解像度かつ小
さいスケールで実施されることが多かった。近年、Graphics 

Processing Unit（GPU）を用いた並列計算を行うことによっ
て、実際の岩石の間隙モデル（図5a）に対して、高い解像度
（3µm）かつ大規模（グリッドサイズ：10003）に、LBMシミュ
レーションを行うことが可能になってきた（図5b）17）。計算領
域のサイズアップを行うことで、これまでのポアスケール（µ
mスケール）から、岩石スケール（mm ~ cmスケール）での
間隙流体シミュレーションが可能となった。このサイズアッ
プにより、LBMシミュレーションで得られた結果を、岩石ス
ケールで実施される実験データと比較することが可能となっ
た（シミュレーション結果の検証が可能になった）。また、一
般的な（フラクチャーを含まない）砂岩内部の流体挙動の代
表要素体積（REV）よりも大きなモデルに対して、間隙流体
のシミュレーションを実施することが可能となってきた。
図5に、貯留層の条件（界面張力）が、圧入CO2に与える影
響を調べた例を紹介する。界面張力を変化させてCO2の挙動
などを調べたところ、界面張力の小さい場合（図5c）のほうが
CO2は速く流れる（浸透率が高く圧入効率が良い）ことが分
かった。一方、界面張力が大きい場合（図5d）のほうが、最終
的なCO2の飽和度は大きくなることが分かった。このように、
このアプローチを用いれば、界面張力に依存したCO2の飽
和度や浸透率を定量的に推定することができる17,18）。さらに
CO2の圧入が終了した後に、水を圧入するシミュレーション

を実施すれば、残留トラップするCO2量を定量的に評価する
ことができる19）。また間隙内のCO2の挙動を考慮した鉱物化
モデリングでは、実験データと整合的な結果が得られるなど、
鉱物トラップの定量化も可能となりつつある20）。このように
デジタル岩石を用いることで、実際の地下で生じているCO2

図4　 地質モデルと貯留層シミュレーションの結果（グンディCCSプロジェクトの例）2）。
（a） 波形インバージョンによって精度良く推定した貯留層周辺の音響インピーダ
ンス構造。縦軸は往復走時であり、深度に対応する。（b） 貯留層シミュレーション
で得られたCO2の飽和度 . 貯留層を上から見た図。左図は貯留層が低い浸透率（50 
md）の場合のCO2の飽和度分布、右図は高い浸透率（200md）の場合の結果である。

図5　 （a）マイクロフォーカスCTを用いて得られたベレア砂岩の間隙
形状。一辺の長さは1.5mmである。（b）世界最高サイズのデジタ
ル岩石モデルに二相の流体シミュレーションを実施した結果。こ
こでは圧入したCO2だけを表示し、水と岩石（固体）は透明にし
ている。（c） 低い界面張力で圧入した場合のCO2の挙動。（d） 高
い界面張力で圧入した場合のCO2の挙動 17）。
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の挙動や地化学反応を、計算で再現できるようになってきた。

	4	 �CO2地中貯留はサイエンスが凝縮�
CO2地中貯留は、ナノスケールからキロメートルスケール
まで、非常に幅の広いスケールを扱う必要がある。また長期
間のCO2の挙動を考える必要もある。さらに人工物ではな
く、不均質性の強い自然の岩石を扱う必要がある。このよう
にCO2地中貯留は、チャレンジングな研究要素を多く含んで
いる。不確定な要素を一つずつ排除していく取り組み（研究）
の継続と、学問分野の融合が、より安全なCO2の地中貯留を
可能にすると考えられる。

	5	 �最後に、なぜCCSは必要か？�
大気中のCO2が増えているのは事実である。産業革命前に
比べて1.5倍程度も増えている。地球の気候は様々なファク
ターによって影響を受けており、CO2の増加だけが気候の変
化をコントロールしている訳ではない。しかし、CO2の増加
が地球の気候に何らかの影響を与えているのは確かであり、
また気候変動は後戻りできない（一度変化してしまうと元に
戻るのが難しい）問題である。また気候だけでなく、植物や
動物への影響、海洋に与える影響などを考えると、人間が引
き起こしている急激な環境の変化（CO2の増加）を、このま
ま無責任に放っておくことはできない。CO2排出を押さえる
ために、太陽光発電といったCO2フリーのエネルギーの開
発が急がれるが、現在のCO2フリー技術では、増加し続ける
CO2排出量を即座に食い止めることは難しい。CO2フリーの
エネルギーが開発・普及されるまでにも、一刻も早くCO2を
削減する必要がある。そのため、CO2貯留という現実的な（近
未来的な）方法も必要になると考えられる。CO2貯留は将来
へ問題を先送りしているという意見もあるが、CO2フリー技
術が開発されるまで、CCSは重要なアプローチの一つである
と私は考えている。
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